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レ オ ン テ ィ ェ フ 体 系 に お け る 構 造 変 化 め 分 析

---住宅生産を中'し、として一

荒 木 義 明

> 分析の目的と方法

経済発展過程の顕著な《̂徴は，経済規模の拡大と， 

それに伴う構造変化に表われるこの諭文の生要な目 

的は,経济発展の過程できわめて重要な役割を果たす 

構造变化について，その変化をひき起こす基ネ的な耍 

因を，基後的な工学的関係を用いて実験的に確定する 

ととである。 . ，

こ の み 折 に お い て ,構 造 疲 化 と は W. L e o n tie fの 

投入産出分析における投入係数行列の is 化を指すもの 

とす I )。従っ X , この投入係数の变化が，いかなる要 

因で生起するかが；直接の分析対象となる。投入係数 

の変化に関する観察事実は， これまでに多く見い出さ 

れてきたが，その変化要因の実 IE的分析については， 

末だ十分な成果が得られているとはいい難い。その理 

由は経済構造の変化は，異なる部門閩の単なる量的な 

斑化によってのみ説明されうるもので、はなぐ，本質的 

には，資 本 及 が 生 産 物 の 特 性 （prope rty )という質的 

な耍素の変イヒとかかわっているからである。 この資的 

要素に対しては， これまで単に分類上の問題としてM 

理される例が多かったが , 本研究では， より基腿的な 

工学的变数を •乾[たに導入する 'ことによって,この問題 

を 統 的 に 処 理 す る こ と を 試 み る 。 このことによって 

分析の自律度はより高められることになろう。 このよ 

さな接近の有効性を端的に表わす部門として，本研究 

では住ホ部門を対象としたが，分析の方法は，基本的 

に全部 r jに対して適用しうるものである。

~^般に，商品の特性は，逾出特性と投入特性に分け

られる。これらは，本来工学的設計法則によって相互
(2〉

に関速づけられるべきものであろう。これまでの諸研 

究によって，多くのま業での代表的特性の一'^が，生 

産規模の大きさにあることが，経験的に確認されてき 

た。建築物の場合も，その例外ではない。ただ，建築 

物の生産規模を表わすf空間量j は，更に少なくとも 

二つのデイメンジョンに分解することができる。一つ 

は，床等により構成される水平面であり，他は，壁务 

により構成される垂直面である。そして，，これらの間 

の代替関係の存在が，木造からま木造へ，更には鼓筋 

コンクリート造から鉄骨鉄筋コンクリート造へのシプ 

トといった■建築部門の構造変化を説明する主たる要因 

となる。

以下，汝節では，特性と産業分類の関係を中心に， 

三節では，経済全体からみた構造变化に関する観察事 

実とその意味について述べる。四節では，住宅部門の 

特性と，この部門での構造変化に関する観察卖を記 

述し, 五節で特性概;^を導入した分析モデルを提示す 

る。そこでは, 工学的生産関数，投入関数，費用関数 

が理論模型に基づいて，異なる素原材料系統辟に属す 

る商ごとに計測される。その結果，地価を中心とし 

た投入物価格の変化が，異なる素原材料系統群に厲す 

る商品の代替を® じて，構造変化をひき起こすこと 

力'、，自雄度の高い関係式によって示される。

ニ 産 業 ,分 類 ,

構造変化の分析を行なぅためには，まず投入産出分 

'析の基本的概念であるr部門J 力';，どのような実体概

注( 1 ) この定義は，Leont i ef〔7〕p‘ 19による。

( 9 0 との点に開してはChenery〔4〕および小; I 〔1〕の先駆的な5^究を参照' ^ よ。 

( 3 ) たとえは*, O z a k i〔8；] を_^よ。 ， '
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念と対応するかということを决めねばならない。部門 

の設定は,' 分祈の目的に対して適切な墓準のもとにな 

されねぱならないが，投入座出分析では，投入係数の 

変化を安定的に把键するという視点において最適な方 

法が耍求される。例えぱ，W. Leontiefは，一般的 

に次のような基準を設けてい 

0»〉生産物め同一性 

(b)費用構造の量的•質的類似性 

前者は，産出特性，後者は，投入特性にそれぞれ対 

化している。理論的には，分類の数学的条件である 

acceptability conditionを究たせぱよいわけである 

力’、，実際的見地からは，プロダクト•ミタクスの影S5 

をできるだけI 〉除するために，次の条件を近似的に充 

たす必要がある。例えぱ，列の集計は，

け ニ ~ f -f....

i=l

(2. 1)+ai2lV2 + +  ainlV„

ここで,

パり：集計後の投入係数ベクトル 

け : 集計前の個別の投入係数ベクトル 

Xj  藥計前の個別の商品生産量 

M が 、’ぽ対的に安定しているための条件は，

(1)同一部門に属する各個別商品の投入係数a " が，

相互に類似していること。

(2)同一部門における各個別の商品構成が安定してい 

るとと。

(1)は，集斤される商品が，類似の生産関数を持つこ 

とを要求し，（2)は,生産過程において補完的関係にあ 

る商品群の生産量が,~^定の構成比を"持つことを要求

洋( 4 ) Leontief〔6〕p. 30 参照。

( 5 )  Chenery and C la rk〔5〕p. 34~p, 39を参照せよ

( 6 ) ある最終生産物が，消費されるまでには，種々の加工工程.

流通工程を経由するのが普通である。右因は，それらを簡略化 

して図にしてある（尾綺. 石ffl〔 3〕参照)。W. Leontiefが，

かつて〔6〕で定式化したように, 経済体系を単純化して，線 

型連な方程式でま現すれぱ，あらゆる商品の没入係数が，素原 

材料，土地及び労働の線型結合としてまわしうることをこの
から推察できよう。技衛変化によるこの結合の変化が，構造変 一 ______

イ匕といわれるものである。部r j設定の観点からすると,相対的に安定した部分を免い出すために，因のようか4s虚プ

セスの概念を海入するのが便利である。多くの商品生愈こおいて，商品自体に組み込まれるマチリプルよ\)も，サービ
ス提供を主とする~>般役入部分の投入係数の方が斑勘しやすいととが観察によりて確認できる。生産エ極の最終段階ば

近づく程，プロセスは複合的になり原材料選択の幅は広がるととになる。基本的に生産プロセスは , 物の流れに対し，

の方向性を持つ故に，■ 変化め波及もそれに従う。他方，素原材料の生摩‘には，他の素原材料の顿を原现的に

は耍しないことから，素原材料は，プPfセスの商次の生産物に対してぱかりでなく，他の素原材料に対しても生座•技術

的に独☆：である。とれらの理由から，素原材料及びそこからIJ{発した中|}躺陪までの商品群が，部I:職デF?の墓礎とかる 
と考えられる。 .

している。

素原材料系統ごとの，生産プロセスに沿う加工度段 

階を考慮して配列された分類まは，上記の条件を比較 

的満足することが分っている。このような分類に従え 

ぱ，加工度の低いものから高いものへ順次移行する生 

まプロセスを通じて，投入フローの三角性と主要索原 

材料群ごとのプロック独立性が，：pj：配列された投入. 

産出表の中に明確に現れてくることが知られてい|〉。 

この観察に基づけぱ，一見不規則に免える投入係数の 

変化は，これら素原材料系統群の代替として，また加 

エ段階ごとの投入割合の剩匕として有効に分析され得 

ると推論できよう。

ところで，現実の商品分類は,一般に最終財に近づ 

く程，それら商品の持つ機能Of]途）によって定義さ 

れ，素原材料に近づく程，その生産過程における原料 

構成を基準として定義される。これらの基準を斯酌す 

ると，構造变化を説明する要因として，向一機能を達 

成するうえで，異なる素原材料系統群に厲する商品間 

の顕著な代替現象に着目することが特に重要なことに 

なる。との視点が，以下の分析の中心となる。

三 構 造 変 化 の 観 察 .

レオンティエフ体系において，投入係数行列の交化 

の耍因は，主として，次の3つに起因する。

(1》要素代替

(2)規模の経済性•非経済性

(3〉プロダクト.ミックス

この研究では, プロダクト• ミックスの概念を,次

n Ik加工工程

原村料

-te投人-
[紫 U 料]——
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のように厳密に定義する。すなわち, . プロダクト•ミ 

ククスとは，類似の産出特性のもとで，興なる原材料 

と生産方法を有する商品間の代替をいう。例えぱ，住

の場合には，I■居住空問の提供J という同一特性の 

もとで，異なったま^原材料系統群を1有する木造から非 

木造へのシプト，更に非木造の中での鉄筋コソクリ、一 

ト造から鉄骨鉄筋コンクリート造へのシフト等を指し 

ている。

これらの諸耍因は， '岛ずしも相互に縛^他的ではな 

い。商品間で提摸の経済性の程度が異なれば，各商品 

の単位費用は, 相対的に変化し，それが供給価格を変 

動させを。各企業が，このような相対価格や生産廣摸 

の変化にじてより合理的な生産方法を選択するとす 

れぱ, 同機能をあたす各種商品間においても，代替 

関係が生ずることになる。経済の発展過程では，特 

に，各商品ごとの生産要素単位投入量の変化だけでな 

< , 同一商品機能をもちながらその素原材料を異にす 

る商品間の代替がきわめて重要であり，これが構造変 

化の大きな説明因子となるのである。
さて，ニ節で述べた産業分類基準による46x46部門 

投入 . 産出表を用いて，I960年から1970年にかけて生 

じた経済全体の構造変化をぽ察してみよう。観察は投 

入 . 産出まの行の变化と列の変化に'^いて行なわれ 

た。ここでは行の変化についての観察のみが第1表①

ー②に示されている。この表は, 各行ごとに,，离接及 

び間接に,要とされた商品原単位のま化率と相対価格 

の平均の変化の関係を示す。

この表を原料系統別にみると，動'.植物を直接原料 

とする系統の商品群の使用原単辟が低下している産業 

が多い反面，鉱物，イ匕石を原料とする系統の商品群の 

それが上昇している産業が増加する傾向にある。前者 

は，相対的に稀少で加工段階での生産性も低いので，

使巧量の墙大につれて相対価格も上昇しやすし、のにせ- 

し， 後者は，はぱその逆のことがいえる。鉱物，化石 

原料系統のうちでも，採掘コストや硬度*可望性とい 

った物理的特性に優れる金属，原油系統の商品祥は，

. 広い用途に使用され，加工段階での想摸の経済性と相 

まって，各ま業における使用割合が上昇している。

まには掲げなかったが, 列の変化については，次の 

ような事実がみられた。まず，加工段階どとに投入部

'ホC7 ) とのような例は，賊以外の商品にも，しは♦しぱみられる◊ 例えは*►家具（木製■♦金 傲 )，懷カ（水力*^火力)，輸 

送 （鉄道" >1谈 110等の部門においてであり，それぞれの分野で技術変化の要な部分をしちめている。プロダクト.ミ 

、メクスを広義に解釈する場合には，同-部門内の興なるアクティヴィチィのレペルが相対的に変化することを指すこと 

もある0 •

—— 157 (697) —  •

分を集約してみると，特に最終財産業辟では，より高 

加工庇商品を投入する割合力適加している。また，多 

くの産業で，A ネルギ一，補助材料の使用原が^位が增 

大している。これらめ事実は，生産のほ回化と関係が 

あり，特に建築部門では1 瑰場労働の生産性を上昇さ 

せるためのプレファプ化の進行等の結果であると考え 

られる。列における他の特徴的な変化として，生]^量 

の変化率と投入係数の変化率の間に閲係があること，

また各産業への投入物のうち,産出物に直接組込まれ 

るマチリアル部分が，他の投入物に比して相対的に投- 

入係数の変化率が小さいことを観察できる。更に，マ 

チリアル部分だけをみると，加工度の高い産業の投入 

係数变化率の方が，加工鹿の低い産‘業のそれよりも大 

きくなるぽ向がある。

経済体系全体からみた投入係数の疲化には，以上の 

ような規則性があるが，これらは,’平均的傾向であ 

り，必ずしも個別の産業に等し.く妥当するものではな 

い。しかし，個々の業は，他の産業と相互依存の関 

係にあるからその結果として，経済全体の構造変化に 

一定の方向性が観察されズくるの.である。しかしなが 

'ら, 前述したように，相対価格や生産量の薄化だけで 

は，各産業ごとの構造変化を必ずしも十分に説明でき 

ない。そこで，産業ごとの構造変化をより厳密に把握 

するためには, 各産業の於性を考慮したより詳細分 

析図式を設計する必要があろう。 ',

.こめような観点から；特定部門.(住宅）に焦点を絞 

って，ま業特性を考慮した構造変化の耍因分析セ，以 

下で行なうことにする。 ；-

m 住宅部門の特性と観察事実

構造変化の分析対象として，先ず住ポを選択したの 

は，次の理由による。

(1)住をは，最も加工度の高い商品の一つであり，投 

入係数の変化が大きい。 また■同一*機能を速成するの 

に，異なるま原材料系統群に属する商品が各糖存在す

の't ? .プロダクト• ミックスの分析に適すること。

(2)建第物の費用は，資材と労務の(̂ 1める割合が高 

<, 力、つ個々の建築物ごとに工事費i i算がなされるの 

で，.建築物の特性は，廣出特性で代まできる。このこ

i i i



m i旧と同じ。

一戸ilUt率, 典同ほあ比率を引いた残りには，丧屋建て，その他，不評の分が含まれているC
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〔第 1図〕住宅建て方別木'造比率（全国)

................................................ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 . 111111  t t  1 1 1 1 1 I I I  « ■
ギ終終26 3641 4344454647 終終2636414344454M7 終終 26 3641 43 44 45 れ 47 终終 263641 4344 45 4647
均戟戦5 .5 5年年年年年戦戦.i 1 1 年年年年年戦戦i J '5 年年年戦戦1 I 1年年ネ年年
前時 35 40 42 前時 35 40 42' 前時 35 40 42 時時 35 40 42

I 年年ザ 1年年年 !年年年 前I 年キ年
25 25 25 25
年 年 .. ¥  .年 ‘ .

(資料）総理府統計局I■昭和48年ft宅統計調查報告J より作成„
(注）データは48年9月現在の住ストック,

とは，各種の関数の計測を容易にする。

(3)建築檢は，諸産業の資本財の一部を構成する。従 

って，建築物の特性を吟味することは，諸産業の資本 

財の一部の特性を吟味することになる。この資本財の 

特性を解明することは，諸座業における描造変化を分 

祈するにあたって不可欠であること。

以上である。

• ここで，住宅部Pgの構造変化の要因分析に関連した 

fact-findingsを整理しておこう。

①建築（住宅）部門においては，建設戸数及ひ'総延

従って，ぶ!̂ 次は一®iのヴィンチイジである。

床而積に占める木造の比率が,一貫して低下する廣向 

がある（第1図)。

②建築構造別（例えぱ，木造，非木造）にみた投入係 

数は，比較的安定している。

③建て方別にみると， 戸建て住宅の木造比率が高 

い。共同住宅は，木造比率が低く， しかもその比率 

は，年々低下している（第1因)。これらの建て方と建 

築構造の関係には，地域差はみられない。

④地価の高い所（住宅密度の高い所) は，木造比率や 

戸建て比承が低く, 逆に非木造や共同住宅の割合が

〔第2面〕地域別建て方比率の推移

終终 2636 414344454647 終終 2636 41 43 44 45 46 47 終終 263641 43 44 45 46 47 終終 26 36 4143 44 45 46 47 
威! 1 キノFギギ域映1 5 1 ギがギ敏跋I ) $ギ4=-汗. : ホ:锐敏1 1 1 ギギゴ
fiHV 3540 42

I

前時354042

25

前 Pき 35 40 42
(キ-ギギ 
25

前 US 354043
i ゴMP年 
25
ゴr.

資料:
(注:
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〔第 1ま〕 各系統商品を使用する部門の当該商品原単位増加率と相対価格 

①ま梭原, 位を化分（1%0—1970)

M%) 部 n 番 号
価格指数 
(平均）

75^ ゐ ̂ 100 24, 38, 39 90

50 シ 1 <70 8, 34, 40, 43. 19, 11’ 10, 20, 13. 41 112

25̂ 5-1 <50 46, 37, 21» 6, 28, 35, 9, 44, 15, 12, 25,18,1も 7, 42, 45 139

0 ^ め <25 27, 26, 16, 33, 22, 29, 31, 32, 17, 36 128.

P̂1970
、t>1960

P : 価格

XlOO

②IS；梭 . I旧梭原举位まイヒ分（1960—1970)

S2(%) 部 番 号
価格指数 
(平

75^ 5-2 ̂ 100 35, 39, 38, 24. 40 94

50 ̂ ^2 <75 28, 20, 6. 25, 43, 8, 46, 11 128

25 ̂ ^2 <50 42, 19, 37, 41, 10, 44, 12, 9, 21, 13, 45 150

0̂ 5-2 <25 15’ 18, 33’ 14, 26, 27, 34, 32, 22, 16, 7, 29,17, 31 ,36 125

(注）資料：行資It他 r昭和45年基準樊質価格接続ま業連関表j 
なお，価格指数は，I960ニ100とした。

〔説明〕任意の素原材料系統商品群の全経済への浸透度を，次の指標で近似する。

もニ {嗜 )̂
とこに，分母の《めt , 両>11：钦時点で,第滴品が使用された部門の合計（和集合）であり，分子の所メ(+)はそのうち投入 

係数の変化分ご細, めメ1970—《,/196のがプラスの符号をとった部門の数である。従って，る>50%は，その系統商品が, 

全経済を通じて使用される割合力*、上昇した部門が増加したことを示し，ろ<50%は，その割合が®下じた;i 業が増加したこ 
とを示すととになる。
メの大きさと価格指数は，弱い員の相関を示すが，0ジ <25の範囲では，この傾向は逆転しており，相対価格だけ';eタ 

の変化を説明するのは困難である。なお，もは，分子を逆行列係数の麦化分が，プラスの符号をとった部門数とした。

1 住を新建築（木造） ,
2 住宅新建築(非木造）
3 非住宅新建築（木造）
4 非住宅新建築（非木造）
5 公共事業•その他建設 
6 建設用資材
7 民生用機器 
8 産業用機械 
9 その他の機械 
1 0 そのfdlの最終工業生座物 
1 1鼓•鍋系統 
1 2 非铁系統 
1 3 食糧系統
14 土石製品及び石綿I製品 
1 5後物系統 
1 6助績系系統 
1 7製本*毛皮 
1 8原木系統
1 9 インク‘染料及び塗料系統 
2 0 イ匕学系統I (お池•お炭系） 
2 1 イ匕学系統I I (原塩系）
2 2 化学系統E (動植物係） 
2 3 敷物原料作物 
2 4 鉄紘石系統 ‘
2 5 非铁鉱石系統

〔部門名〕
2 6 動植物性原油
2 7 天然物系統（農産魚貝類） '
2 8 黯原料系統
2 9 天然系繊維原料系統
3 0 狩振業
3 1 林産物系統
3 2 製紙*薬用作物•生ゴム
3 3 石炭及び原塩•硫化鉱
3 4 砂®原料系統
3 5 原̂11|及ぴ夭然ガス系統
3 6 燃料系統I (木炭. 亜炭） •
3 7 燃料系統n (電力♦ガス）
3 8 燃料系统in (灯油•鞋油•重油）
39 mMiVa 
4 0 補助材料 
4 1 補侈
4 2 上♦下水道•清掃業
4 3 卸売. 小売業，保険. 金融*不動座業
44 , 運輪•通信
4 5 公務. その他のサービス
4 6 分類不明

* * 铁曆•非鉄金属肩は除外。
なお，23敷物原料作物，30狩剑業は,表の 
評算では使用していない。
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(資料）第1図ふ同じ 
(注）距雕え，東京都庁所在地を中心点とした同心Rのギ径をまわしている。

高い（第2 ® ,第3図)。

⑤住宅の平均的媒摸は, 年々大きくなっており，高 

層化もすすんでいる。

⑥住宅の主要投入.の相対価格のうち，特に賞金と地 

価の上昇が著レい。建择構造別（木造. 亦木造）に，土 

地も除いた費用の相对的関係をみると，第4 0 に示さ 

れるごとく，木造のそわが̂上昇しているが,.さはどの 

開きほない。しかし，平均的床面積当り工事費の絶対 

額で見れぱ，概して非木造の方が高い。

〔第4図〕建築ェま費デフレ一夕一（昭和45年=100)

150

100

*★迪住お 
-非木遗住あ

： mmmnmmm)

35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

以上が，主要な観察ま実である。

住宅に要求される主な機能ほ，屈住空間を提供する 

ことで:ある。住Sfeを生産するについては,生活のため 

の空間を確保するために, 安全性，居住‘性，環境条件 

(通勤哼間，社会施設等)及び制度的制約(建築基傘法)を掛 

酌すること力*、, 実隱上重5?なことはいうまでもない。 

そと'で, 生)^関数を定式イヒするにあたっては，これら 

住宅め機能に開する諸制約のうち，特に安-全性という 

基準を重視し，その制約のもたらす効果を考慮する。

異なる材泰f系統を持つ商品が，同一機能を持つ他商 

品と代# するという観点から，居住空間の提供という 

同一機能を持ちながら,主要材料の異なる商品の種類 

を述べておこう。これらは，建築による分類から， 

主として次の5項目のもので代表されてい名。

①木造（1~2階）

②プロック造（1~2階）

③鉄筋コンクリート造(5., 6階以下）

④鉄骨鉄筋コンクリ—ト造(20階以下）

⑥鉄骨造（20階以上の;^層ビル) ■

以上5稀類の建築構造は，必要とされる雄物の親摸

注（8) この点に関トては，雄築ぎ大系〔H)〕.を参照した。

( S ) ①木造••~一架偶武構造で，力学的に比較的規模の小さい建築物に適する。2階以下であれば, ある程度耐風•耐震性 

のある物を作るととは可能である。ナこだ，耐火性•耐久性に欠ける。

◎プロック造'~~組粮式溝造で，壁摩が厚く，Dfj ロ部は大きくとりにくい。耐震性は小さいが，ゴンクリート，鉄筋 

勢で袖徹したものが多い。防音性があり, 述統住宅によく川いられる。やはウ，小媒摸の紐第物に適する。

③铁筋コンクt ) " ト進一~̂ コンクリートは, , には強いが，引張りには弱いので,：とれを鉄筋で袖徹した一*休式it 
遭である◊とれは, 線偶造形武（ラ‘  メン式）と面構造形武（壁式等）に分けられる。化の填合，部屋の大きさの関

160 (600)
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〔第3図〕 京浜大都市围距離別建て方比率の推移

—— —戸建 Jb率（• ストック平均）
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レオンティェプ体系における構造ま化の分析

や投入物の相対価格が与えられることにより選択され. 

る。本稿では，鉄筋コンクリート造と鉄骨鉄筋コンク 

リート造の選択の間題を扱うことにする。

2 l 分 析 と 結 果

-.

この節での間題設定を明確にするために,前節で得 

られたfact-findingsを簡単に廣約しておく。まず， 

戦梦貫して，木造住宅から非木造住宅への材料系統■ 

の異なる商品間代替が起こっヤおり，この値向は*.共 

同住において特に顕著である。建て方別の木造から 

非木造へのシプトのパターソの地域差は見られない 

力;，ただ一戸建て比率(共同住屯比率）は，地価の高い 

所はど低い(高い)。建築生産の生要インプットのうち 

特に上昇したものは, 賞金と地価である。建築上物の 

みのホ造. 非木造の相対費用関I：ていえぱ，観察期 

間中，上昇しているとはいえ，それ程の大きさではな 

い。これらめ親察ま実から，特に地価と建方，従っ, 

て構造決定の間に何らかの囚果関係があることカ雕察 

できる。この節での分析は，この関係を特に鉄筋::！ン 

クリート造と鼓骨鉄筋コシクリート造について明らか 

にすることを目的とする。ただし，需要伽の要因と相 

対価格は, 外生的Vt処理している6

( 1 ) 生産関数

住宅の生産とは，工学的観点からすれぱ，特定の物 

理的特性を持っ た材料（木材. 鉄骨等) を，ェネルギ一  

投入（労働も含む）によって居住空間をもたらすように

液形することである。その際,先述したような安全性 

や生碰学要求を満?■こすように設計する必要があ(さ)。

生産関数を定式化するにあたって,.生産関数と閲速 

の深い後造力学的概念をまず檢討する。安全面からす 

ると，建物の安定性を保つための力のバランスを考慮 

すること力V 亦常に重要になるが，荷重と外力に耐え 

うるようにするための構造計算力t , その中心である。 

荷重は，①自重 (̂ 1̂物自体のま量) , ③糖載荷董（建物の 

床や屋根にかかる物や人の重量)，③積雪荷重や屋根に 

力♦ る®のま量）等があり，外力ね; , ①jiiE力②地霞力 

參が主なものである。これらの力に耐えシるように， 

建物の形や親摸, 地盤の状態# によって, 建て方.建 

集構造• 材料選択等tが決定される。建集:！:学的には， 

特定構造（拘えぱ，ラ ーメン構造）や特定材料（例えは’， 

鉄筋コンクリ一ト架;）等,個みのケレズにつ、、ての構造 

計算はよくなされ，工学的関係式もかなり明らかにな 

っている。しかしながを，建物全体のこうした工学的 

関係式を厳密さを懷牲にせずに簡潔な形で把握するこ 

とは，現状では不可能に近い。をこで，次にンますよう 

な単純化された関係式をもって，工学的生ま関数の統 

計的近似式とする0

建築物に，荷重や外力がかかると，’建築物を構成す 

る各部材には, 引張力とか圧縮力等の力がかかる。建 

築物の各部分の設計上重要な：c学的変'数 （例ぇぱおの 

fcわみ角）は，多かれ少なかれ,こりような力の開数 

となっている。従って，建築のアウトプタトである空 

間量は，荷重や外力に耐えうる力の関数である。すな 

わち '

係で，間仕切璧が多く，壁量が多くなるととから, 後者の形式がとられることが多い。耐久性•耐火性はあるが，自重 

が大きい。
④鉄骨铁筋コンクリ一ト造—— 鉄骨のまわりに，鉄筋とコンクリートをめぐらして一体とした構造である。普 ;架  

構を抵成する柱. はりに鉄骨力;入れられる。鉄骨だけでは，庄輪部材の座屈があるが，鉄筋コンタリートで補強してあ 

るので，撒ffiも耐カも徹い◊耐火性•耐久性に優れるが，自重はやはり大きい。

⑥鉄骨造—— 鉄骨は, 強族が高いため高層建绝でも他材料に比べ‘自ISは小さい。ただ鼓骨の縮材は座屈しやすいた 

め，構造力学上，この点留意しなければならない。鉄骨材は，ねばりがあるが，高熱に当ると耐力を失い，空気に触れ 

ると酸化するので，耐火ぜ̂覆, 耐錯塗料等をほどこす必要がある。

注（10)、建築物;?;作られる場合，最初に建第工学者によって, 構造計画力'、練られるのが普通である。雄物体についズは,建 

物内部の力の流れのバランスの計算をレたり，最適な#!造#料の選択等を.行なう。また，本来都市計画に基づき，外部 
環境との調和を考えねばならないが，現時点では, この点に十分なffiftがなされていると.はいい難'̂、。この分析で 

も，建物自体の問S にその範囲を限定している。構造II画では，乎®計画. ☆;面計画. 地艇や基鍵等力’V 娃築構造力学 
■の立填から检时される。特に，一定規摸以上の雄物についての安全1®でのチジ パ は，建築基準法によって'義務づけら 

れている。 ‘

( U ) ここでの生産関数の考え力は，主として，IE学的生ま関数のそれによゥている（例免は*, Chenerjr〔4〕小屋〔1〕 

参照)。 ’ .
この考え方による一*つの事例とLて，建第物の設計に影響を与える外力のうち，地霞力のヶ—スを扱つ,てみよう（通 

常，雄策設計上用いられる廣鹿概念を使う。例えぱ佐野の参照)。 （次Kへ続く。)

■M mm
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Q=Q{f) (5-1)

ニ有効居住空間量 

/ : 荷重や外力に耐え^>る力 

周知のように, 力は質量に比例するから，

/=/(w) m :質量 (5-2)

吏に, 質量は，水平面と垂直而の密度を所として， 

m — ps= m{pjt, piv)—nî (Ĵ »î O (5—3)

5 ：体積 ；

. , P ：密度（定数） .

: 水平面の密度偉数:) 

h :垂直]®の密度（定数） •

h :水平面の面積

" : 垂直面の面積, " ' ：睡直nifの長さ 

ここで法意を要するの.は, んが' , によって，建築物 

の0 出及び投入特性をある程度代衰させちる点'であ 

る。結局，生産閑数は，

g=q'(Ji,が) (5-4)

となる。 .

ここでの理論変数q, h, に対応する観察変数に 

は，延床面清Q ,建築面積ど，階数（地上+地下）F を 

とること‘にして，次式のように特定化される6

Q=aB^V^ a, /9, rはパラメータ一(5-5)

〔第2表：}生産関数め計測結果 

Q^aJPV^

、\バラメータニ

建藥構造''^、
a 後 r R*

鉄筋
コンクリート造

1.3463
(1.677)

0.9282
(32.947)

1.0159
(21.875)

0.9389

鉄骨鉄筋
コンクリート造

1.7980
(1.981)

0.8475
(24.083)

' 1.0873 
(10‘583)

0.9242

( ) 内は,，t-valueである。

自山® は，鉄筋コンクリート造119,鼓骨鉄筋コンタリ" ト 

遺 65。 •
使爪した资料については，法 (13)の説明を参照せよ。 

(5-5)式 に よ る 計 測 結 果 は ,第 2表に示されている。 

この'評測結来によると， まず商建策構造とも，目くrで

を)り，また鉄骨鉄筋コシクリート造のrの方が，鉄筋 

コンクリート造のrより大きいことは,前者がより高 

層向きであることを表わしていると理解される。

(2 ) 費用方程式

建築物のコスト計資に関する考え方は糖々あるが， 

代表的なものは，建築工事科目別にエ享費を表記する 

方法と，建築物を各部分（部位）に分けて，その各  々

について工事費をま記する方法である。前者は》エ 

種 （職種）加分類を基準として，工程別にはぽ順番に 

BE列されている。この方法は，特に工事の施工の利使 

を計って作成されたものである6 また，工事科目ダト決 

まると，その工事に使われる材料の種類も，はぱ定ま 

ると考えてよい。'現在なされているコ'ストt十算の大部 

分がこの方法によっている。今回の分折にも,この分 

類法による工事費実績デh タを使用した。後去の分類 

法は，建築物を構成する部位（床 . 壁 . 天弁等）ごとの 

合成単価と数量を計算したものを糖み上げていく.もの 

である。との考え方は，建築設計の際のコスト計-算キ 

する場合には使利であるうと思われるので,我々の分 

析に役立つように以下定式化しでみる。

まず, 建築物の部分別に工事を分けると，’①仮設，

②塞礎, ③貴組，④菌，⑤床, ⑥屋根，⑦天弁，⑧設 

備の各工事が, 主なものであり，更に建策物各構造部 

分ごとの仕上工事がある。各部分は, それぞれ一■定の 

機能を持っているが, 材料は特定化されていない。こ 

こでは，建築物全休についての費用方程ま:を求めたい 

ので, 各部分については，かなり简略化して考えるこ 

とにしたい。

まず記号を設定しておく。

0 : 延床面積，み：建築物内の一^住戸の横辺の長 

- も - 
y :建築物内の一住戸の縦辺の長さ，ミ : 階高， 

H ：建築面積，V : 階数， クt :一フロァ一に組み 

入れられる戸数， '

8 ： S 長比【S ニ N ：建築物内の総戸数.

いま，堆純化のために，建築物を剛体に近似する。剛体の重量（W0は，
W=̂ mg . (5-10 :質量,]力定数

この剛体を乗せている地盤が, 加速庇/で動くと，この剛体k：かかる慣{生力(/めは，

/ - ニ ニ/'
S ,

(5-20

ここで，/'を震度といい, 樊際の設計では，驻準震1̂ ,̂構造，地盤状態，地域特性等を勘案して決められる0 ®藥設 

Hr上, この地霞力によゥズかかる建築物への転#Jそ" メントギ構造部材へのゆけ力等を考慮すること力♦、必要になるの
である0 ' ■
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(5.7)

(5.8)

〔第5図〕建築物の概略図

芝は階高を,斜線部分ほ建築面 

積//を示す。

この考え方の要点は，居住空間を作っている仕切り 

の各々の体積一 近似的に面積一と,その単倾を求めて 

コストを計算するということである。いま，建築物の 

形は，.直方体として, 各フアに住戸は，一列にな 

ゥているとする。

①仮設（す）近似的に建築物の重量に比例すると仮 

定する。

T-tgpnxyWニtgf)ミHv {t, g ,が.定数）（5.6)..

②基礎/ ? 設と同じ。

Bニ bgfmxySV*p2HV (b : 定数）

③# 組（S )仮設と同じ。

5ニSfii"かIF ニSfifミ//■ド 0 : '定数）

④撞壁を構成する部分の®積を求める◊

外壁 on)

ニ2«；o：yパ1+ぶ) ニ2Mv/さミF ( l  +め

(«^):定数）

内壁0^か

= «；« (W — り .(«_ り)/ざ乏ド

♦ 厂定数）

⑥床 (?)

FニfdyW-fHV ( / :定数）

⑥屋根（め

R=rろf  ニrH (ダ：定数）

⑦天弁（/)

I ニ ニ iH , (»‘ : 定数）

⑧設備（め建築物の体積に比例するとま定。

ど ニ ニ が i/K (パ定数）

上記の①〜⑧のコストの和が，建築上物の総コスト 

となる。更に敷地は，

敷地（バ）一法律で媒制される最小敷地面積

Aニkmy=^kH (々：定数） (5.15)

総コスト（C )は，従って,

C ニ ミ+ PBbgp ミ HV+PjsSffp ミ HV+Pwo

2to,-/^izV(l+d)+ PwitVi (n- 1)/ y

(5. 9)

(5.10)

(5.11)

(5,12)

(5.13)

(5.14)

PFfHV^PnrH-hPjiH-{^PE$ZHV+ PAkH (5.16) 

CPは，各部位の合成単価）.

かくして，（S-5) 式をiiij約にして，（d.ie) 式を最 

小化すれぱ，費用最小化図式が力き上がる。し力、し， 

現時点では,各部位ごとの合成単倾あび面積を計算す 

るためのデータは, :利用可能でない。しかし，前述し 

たように，エ事科目別実績デ" タほ存在するめで，と 

れを使用することによゥて，コスト計算を可能ならし 

めるようf c ,実験計画として次0 計測図武が再構築さ 

れた0

. . .   ̂•
(3 ) 計測のための図式

単純化された工学的生産関数は，（5‘5)式のままで

あきが, 費用方程式は，部位別でなく，材料•労務別
(12)

(工事科目別）に書きなおされる。すなわち，総コス 

H C )は,

C=JP,PiXi + Pji&H (5.17)

Pi ：各材料’ 労務（工事科目）単価，Pa ：地価， 

H ：建築面積, xt ：各材料. 労務数量， k ：定数

(建ぺい率の逆数）

このままでは，費用最,jv{ヒ図式に(うらないので，経 

済学的変数と工学的変数の関係を表わす投入関数を導 

入する。す)6：わ'ち，

ズ{ニ; ( み，tf) (5.18)

ゐ：水平面の商積，の'：垂直面の高さ

(5.18)式の一つの特定化としては，次の緣聖式が 

考えられる。なお計測結果は, 第3まにポされてい

Xi = cii-\-biH-YCiV 

費用方殺式は,従って

(5.19)

C ニ +もが + むF)+Pバ が （5.20)
itxX■ * .

(5.5).式を制約にして，(5.20)式を最小化する0

ムニ (5.2 り

w-fS?{みあ々禮 :

dL
X.PiCi ■XT

(5.22)

(5.23)

(5,5), (5.22), (5‘23) より，雄築面積と階数の需 

5̂ 開数が求められる。

>±(12) 建設機械等の資本財の使用コストは, 仮殺費• iy礎工事費め中に, 機械器'具費•運般費等の名目で算久される0
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H-
■. . ' ■ . . . . :  ■ . ■ 

TlPjCj \ ^ n '^  (5.23) 
U ノ A r S れ み ノ  w

y  / I Y ^ (  r BPih+PAk\r̂  (5.24)

〔第》表:]投入閱数

\\パラメ一 
ター

建築構造
A B C 及:

鉄筋
コンクリート造

-128625.0
(6.135)

332.653
(18.507)

31530.4
(8.5S0)

0.7985

鉄骨鉄筋
コンクリート造

246426.り 
(2.771)

303.834
(7.977)

,47444.3
(5.672)

0.6237

これらの式から分るように，ま養物の規模• 材料 • 

労務の相対価格が一定の場合，地価 CPパの高低に 

より, 建集物の垂直面, 水平面への需要ヵ壤なる。士 

塊の相对価格が上昇していく過程では，垂直面の#襄 

力’、相対的に高まり，建築物は高層化される。 この結 

果, 士地生産性の低い一戸建から共同住宅へ,また建 

築構造j ：でも，より高層化が可能な構造へシプトして 

いくのである。許測結果は, 各ま造とも,建築物の親 

摸の経済牲が働い't いさととを示している。

(5.20), (5.24), (5.25)より, 費用関数は，

, 、*1f x ]

( ) 内は , t-va lue ,力*は，自由廣調整済決定係 

数。

純 工 事 費 (単 位 ：千円）

X=̂ £PiXi
ニ SPiCii + 2 JPibiH+ SPiCtV

Â-vBH-\-CV
〔説明〕 本来, 投入関教は，物量で計測されねぱならない 

力:,全投入物について利用可能なデ一タが存在するわけで 

はない。今回は， クロス.セクションデータを使用したこ 

ともあって， one dollars^ w o r thの考え方に•墓づいて . 

各工事別工事費（かぉ）を基鍵に役入関数を計測した。 

但し，主要投入物については，注 （ほ）において，物理的 

堪位に恶づく投入関数の計測結果を示してお、た。

(5.26)

この式に，第 2 ま及び第3 表の計測結果を代入 

し，地価 CP力，建ぺい率の逆数（を〉及び延床面糖 

(© )を適当に与え.ることをこよって,平均費用を求め 

ることが可能である。第6-1因を,最高階数制約を付 

けない思合の構造別平均費用曲線が描か;a ている。こ 

の場合，鉄筋コ’イクリ一ト造（だ< ^)の方が，铁骨跌 

筋コンクリート造（S7?C)よりも，規まの経済性の程 

族が大きい。地価以外の投入物価格一定のもとで，階 

数制約を付けることにより，m e の制約される階数

注 （I3) 以下に，労働ほ入およびコンクリビト，型わく，鉄筋について，物理的単位によるほ入廣数の計測結果を示しておく 

U)現場作業員数 （人X 日）雇用形態を間わなぃ。 （2)コンクi)w• ト 0が〉

L ニ (ii+bJI~hCiV G,na,+bJI+CiV
<*4 ラ..メーター .

第構造、'''''''^
<?1 b. Cl . お，

欲筋
ンクリート造

-4614.14
(5.95)

9.58
(12.75)

1142.99
(8.34)

0‘7246

鉄骨鉄條
コンクリ一..ト造

-6172.73
(3.07)

9.61
(11.17)

125 し 90 
(6.58)

0.7357

、、バラ'メ -*タ一

途藥情造
b、 とJ .R̂

鉄 筋 、，
コ.ンクリ. 一 ト;

-1282.60
(5.88)

2.47
(13.45)

277.27
(7.25)

0.6931

鉄骨鉄筋
コンクリート造.

-3543.29
(4.98)

3.07
(9.93)

468.54
(6.97)

0.7071

(i ) 内は，t-valueo は，自由度調整済決定係数。
(3)、型わく（桃*)

M-a,+bJJr+C,V
(4 )鉄筋（0

Rニ a‘+luH+c‘V
ノ ラメ'~

»  構 ' 、 ^ _
a. bt

鉄 筋 .
.コンクリート造

-8137,05
(8.85)

17.56
(22.66)

1867.22
(11.57)

0.8626

鉄骨鉄筋
,コンクリート造

-19689.7
(4.10)

21.73
(10.37)

2819.29
(6.20)

0.7085

パラメ'一ター

建 築 揺 造 '''^、
b： Ca だ

鉄筋
コンクU— ト造

-155.07
(10.10)

0.28
(21.59)

35.05
(13.08)

0.8631

鼓 骨 鉄 筋 ,
コンクリート造

一371,92 
(4.33)

0.33
(8.88)

5L19
(6.32)

0.6603

(説明〕以上の計測結果から，説明変数なVが，建築物の主要投A物に対し，有意に影響していることが判明する。
先の生産関数及び投入閲数gt測のために;Bいたデータは, 座業速関まの驻礎資料の一.部となる建設工業経営研究会r昭和49 

年雄築エ?If劇1®分析情報j の個まである。なお，このデータの利用友びIH.算について, Jftぽ都☆；大学工学部岛IH良一助教撥 
に御協力頂いた。記して, 處 謝 教 し ま す •

(14 )独設地における地盤の状態やその他の自然条f取あるV、i t曰照権問題の-#無などにより階数制約が決まる。
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〔第6-1図〕 建築请造選択と地価の関体（陪数無制約）

平均资用
J5 . (力R/m»)

• 14 

13 

12 

11 
10

雄ぺい本30%

R C :鉄筋コンクりート逸 
SRC :欽骨鉄筋コンクリート造

I地価10万ra/Di«

能c |地価1万丹/

1 0 延床面请(1,0(MW》

〔第6-2図: ] 鉄筋コンクリ~ ト造（HC) 鉄 

骨鉄筋コンクリート造（SRC) の平均費用曲 

線
unM

14 

13 

12 

11 
10

建ぺぃ率30% 
地’ 価. lOTj/m'

J隙数

RC{V^4)

〔第 図 〕 構造別ギ均費用曲縫

RC (V ^6)

RC (V ^8)
SRC

2 3 4 5  6 7 8 9  10
■■し .i J _ \ \ .
1112 13 14 15 L’OOOm,

〔第6-4図〕 谱造別平均ま用曲線

77PJ/m»

y ：階数
R C (V ^4 )

建ぺぃ率80%'
池. . ' 価 1万W /m»

RC{V ^6)

ニニ:~ RC(V^8) 

0 _ J__L-J__ I- I \_ _ I_ I_ I_ I -
3 4 5 6 7 8 9 10 1112 13 14 15 l,000m.

が，少なけれぱ少ない程,②建ぺい率が小さけれぱ小 

さい程，また③地価が高けれぱ高い程，ガC と SRC 

の平均費用の逆転が，より小規模な延床面積の段階で 

起とるととを知ることができる（第6-2, 6-3, 6-4因 

参照)。

六 結 論 と 耍 約

経済発展していく過程では, i|iに各商fぜIごとの生 

産性め上界だけでなく, 同一機能を持ち, かつ異なるi

建ぺぃギ30%

地 価 10万け/m*-

-RC(V^4)

V :階数’

R C (V ^6 )

R C (V ^8 )

••一 _ SRC (V^14) 
■'*'--^SRC(VSl6) 

SRC(V ^18)

2 3 4 5 6 7 8 9 10 1112 13 14 15 l.OOOirf

技術•材料系統に属する商品問の代替がきわめて重要 

である。これらの代替はレまた構造変化の虫要な説明 

因子となる。ここでは，住部門について，その代替 

現象がいかなる要因で起こるかを分析した。

住宅部門では，戦後，特に共同住屯において,木造 

か:ら非木造へのシスト，吏にを，非木造の中でも鉄筋 

コ ン ク リ ト 造から跌骨鉄筋コンクリート造へのシプ 

トがみられる0 また地価の高い所での共同住宅比赛が 

高くなる航|̂0もある。居住空間を形成する幾何学め侧 

而に着目して, ' これらの工学的開係を調べた:結深:，相
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対侧格の変化により，居住空間を構成する水平面と垂 

直面との間に代替関係が生ずることがわかった。特 

に，土地の相対価格が上がれぱ，垂直面への需要が高 

まる。また，建築上物のみの計測結果'から，各建築構 

造とも, 規模の経済性が働ぐととも刺明した。これら 

のととから建築物の高層化，共同住宅化が促進ざれる。 

その結果，高層化が可能な建第溝造へのシブトが起こ 

るわけである。

住宅部門の構造変化は，建築規模，相対価格，そし 

て技術的特性（特に水平面，垂直面で代まされる）によづ 

て，そのかなりの部分力♦韻明可能である。そして，こ 

分析で明らかにされナこ建築物の特性は,同時にあら 

ゆる産業に投入されている資本の建築部分の特ゲi でも 

あることを付記しておきたい。
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